
はじめに
　本書は、これから退職金制度を導入する際、または既存の退職金制度見直

しをする際、「人事」と「財務」の２つの側面に留意しながら、何を把握し、

何に注意し、どのような行程を経て行うべきかを基本的解説書として表した

ものです。

　退職金制度の変遷を見ると、まず敗戦後から昭和30年代にかけては、大企

業を中心に退職一時金制度として整備されていましたが、中小企業の場合、

制度として確立したものを持つところはほとんどありませんでした。

　日本経済が昭和30年代から高度経済成長期に突入していくなかで、次第に

国民生活にも多少の余裕が感じられるようになり、この頃より老後の生活保

障を充実させる政策が次々に打ち出されてきました。公的保障としては、昭

和36年に国民年金制度が創設され、形の上では国民皆年金が達成されていま

す。

　このような状況の中で、退職金においても退職一時金の年金支払い化や中

小企業への退職金制度の普及政策がすすめられ、その結果、厚生年金基金、

税制適格退職年金といった企業年金や中小企業退職金共済、特定退職金共済

などの共済制度が誕生しました。これらは、企業に税制上の優遇措置を与え

ることで、安定した退職金原資の確保を促すとともに、労働者の受給権確保

を目的とするものでした。

　これらの制度は、高度経済成長期の真っ最中に誕生しただけに、予定され

る運用利率を５％以上（この当時の法定利率は年５％とされており、この

為、中小企業退職金制度６％、厚生年金基金の代行部分5.5％、税制適格企

業年金はほとんど5.5％以上）に設定されていました。つまり、毎年５％以

上の運用ができることを前提にして制度設計がされていたわけです。

　高度成長の後半期（昭和45年～50年）になり賃金水準が春闘（毎年春先に

行われる労働組合による賃上げ闘争）の影響で急上昇し、それに連動して退

職金支給水準が大きく上昇（私は、これを第１次退職金ショックと呼び、第

１章で解説しています）した時期がありましたが、退職金積立金の運用面に



は何ら問題なく、運用利率５％以上という設定は「至極当たり前の常識」で

した。

　しかしながら、平成に入りバブル経済がはじけると同時に日本経済は、「失

われた10年」、「失われた20年」といった言葉に代表される閉塞感漂う状況に

なっていきました。その間、日本経済は「泥沼のデフレ経済」に陥るととも

に円高、株安、低金利などは当たり前のこととなり、その後のリーマン・

ショック、度重なる政権交代、ユーロ危機等、様々な要因も重なって、先行

きの見えない危機的状況が続いていたといえます。

　このような状況の中で企業年金は、運用難により莫大な積立不足を生じさ

せ、また中小企業退職金共済も累積欠損を発生させ、予定利回りの引き下げ

を余儀なくされました。将に運用利率５％は、日本経済が右肩上がりに成長

し続ける中での常識であり、低成長やマイナス成長の時代においては非常識

どころか「夢物語」でしかなくなったのです。

　このことは、従来の退職金制度に大きな企業リスクが潜在することを認識

させ、昭和時代の高度成長期や安定成長期に導入された退職金制度をそのま

ま維持運営することにレッドカードを突きつけました。

　そして、従来の退職金制度を維持することは、企業の財務面における大き

な企業リスクとなることが明らかになりました。これは、将に退職金制度の

大変革の必要性を意味するものです。私は、本文の中でも指摘していますが、

この大変革期を第２次退職金ショックと呼んでいます。

　ただ、この第２次退職金ショックは、厚生年金基金や税制適格退職年金な

どの積立不足がクローズアップされたことにより、あたかも企業年金だけの

問題であるかのように受け取られてしまった向きがあります。しかしなが

ら、第２次退職金ショックは、あらゆる退職金原資の運用状況悪化や制度の

形態に原因がありました。それならば、当然、第２次退職金ショックは、ほ

とんどの中小企業が影響を受けている問題です。単に、企業年金を導入して

いた企業だけの問題ではありません。

　にもかかわらず、この間に退職金制度の抜本的見直しを断行した中小企業

は、どれくらい存在するでしょうか？ほんの一部分、極々僅かな数でしかあ



りません。廃止された税制適格退職年金を契約していた企業ですら制度廃止

時に積立金の社員への分配、中退共などの他制度移管といった処理は出来て

いても、全体的、且つ抜本的な制度見直しは全くしておらず、積立手段が変

わっただけで旧態依然の制度を維持しているケースがほとんどです。

　私は、このことに本書を以って大きな警告を発します。何故なら、従来の

認識や発想でこれからの退職金制度を維持することは企業経営に計り知れな

いリスクを生じさせるからです。

　勿論、退職金の計算方法を変更した企業はあるでしょう。しかしながら計

算方法の変更は、賃金制度の見直しといった人事面だけの対応であり、財務

面にはほとんど影響を与えません。今、まさに必要な退職金制度の抜本的見

直しとは、人事面での効果を求めながら財務面でのリスクを最小限に抑える

制度を構築することです。

　経済や運用環境は好転もすれば悪化もします。その都度、一喜一憂しない

で将来に向かって維持継続できる新しい退職金制度を構築することが急務で

す。このことも「失われた20年」が我々に教えてくれた教訓ではないでしょ

うか。

　第１章では、退職金が抱えている多くの問題点について、その変遷を説明

しながら解説していきます。特に現在の退職金に関わる諸問題を第２次退職

金ショックとして捉え、従来の退職金制度からの脱却を進言します。

　第２章では、退職金制度が「退職金規程」と「退職金積立制度」の２つの

パーツから成り立っているということ、この２つのパーツは「主従関係」に

あるということを理解していただきます。この関係をしっかりと認識するこ

とが、何よりも重要なことです。

　第３章では、「退職金規程」とはどのようなものか、何故この規程が重要

なのか５つの重要項目を中心に説明していきます。

　第４章では、退職金原資を準備する為に、どのような積立制度（手段）が

あるのか、主な退職金積立制度（手段）を解説しながらみていきます。

　第５章では、退職金制度を新たに設計、または見直す際に知識として必要

な前提条件について説明します。



　第６章では、退職金制度見直しの各行程を説明します。これにより誰にも

頼ることなく企業が独自で、今後も維持継続が可能な退職金制度見直しを推

し進めることができるようになっています。

　最後に第７章において退職金制度と税・社会保険料について説明します。

　皆さまのお役にたてれば幸いです。
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１．「常識」の「非常識」化

　所謂「失われた20年」の中で、従来の退職金制度に内在する人事面での矛

盾や、財務面での企業リスクが明らかになりました。これは、退職金原資の

準備手段として創設された退職金積立制度の多くが、昭和30年代から40年代

にかけての高度成長期に設けられたものであるということに起因しています。

　経済は、右肩上がりで成長するもの、インフレは当たり前、公定歩合（現

在は、基準割引率および基準貸付利率に名称変更）に変動はあるもののほぼ

５～８％、というような経済状況の「常識」の中で生まれたのが、税制適格

退職年金（平成24年３月で廃止。以下、旧「適年」という）、厚生年金基金

などの企業年金や中小企業退職金共済（以下、中退共という）、特定退職金

共済（以下、特退共という）といった退職金積立制度です。

　その後、高度成長期から安定成長期に移り変わっても、これらの「常識」

が覆されることはなく、このような制度に何の問題も生じることはありませ

んでした。

　こうした「常識」に疑問が生じ始めたのは、バブル経済が崩壊した後の平

成８年頃からです。バブル経済に踊り狂った後の０成長、そしてマイナス成

長、デフレ、金融機関の破綻、株価の大暴落、といった今までには想像もつ

制度疲労を起こしてきた
退職金制度

第１章
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かないような最悪の経済状況に陥ってしまってから数年後のことです。

　そして「20世紀の常識は、21世紀の非常識」と言われるに及んで、退職金

制度に関しても、20世紀の「常識」のままで退職金制度を維持することが相

当に難しくなってきました。特にバブル崩壊後の退職金にかかわる様々な動

きは、企業に退職金制度見直しを余儀なくしました。

　先ず、それらの背景を見てみましょう。

２．退職金準備手段の税制優遇化と年金化

　法人税等に対する優遇措置を付加された退職金準備手段として、最初に制

度化されたのが退職給与引当金制度といえます。これは、まだ企業年金や中

退共といった退職金の外部積立制度が創設されていなかった昭和27年に、法

人税法改正によって設けられたもので、退職金支払いの原資として、一定額

までを課税対象から外すことによって内部留保を促したものでした。

　当初は期末における要支給自己都合退職金総額の50％相当額が非課税限度

額とされていましたが、昭和55年に40％となり、平成10年から段階的に20％

へ引き下げられました。

　その後、平成14年４月１日より段階的に廃止されることになり、中小企業

の場合、それ以降に開始される年度より1/10ずつ取り崩さなければならなく

なりました（したがって、平成23年度決算期において、この引当金残高は０

となっており、現時点では存在していません）。

　ただし、退職給与引当金制度が創設された当時、退職金を退職金規程に基

づいて制度化していたのはほとんどが大企業であり、中小企業で確固とした

退職金制度をもつケースはほとんどありませんでした。

　退職金制度が広く中小企業においても制度化され普及していったのは、昭

和30年代後半から40年代にかけての高度経済成長期です。
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●第１章　制度疲労を起こしてきた退職金制度

　高度経済成長期の中で、国は中小企業にも退職金を制度化し普及させるこ

とを推進し、その積立手段として中退共や旧「適年」などを創設しました。

全国の商工会議所で取り扱っている特退共もその一つです。

　また、一時金受取であった退職金を、定年退職後の老後生活をより安定さ

せるために退職後年金として受け取る（これを「一時金を年金化する」とい

います。）制度が創設されました。この代表が厚生年金基金です。

　厚生年金基金は、当初大企業の退職一時金の一部を年金化する目的で創設

されたもの（単独型基金）でしたが、その後、主に中小企業の同業種組合等

で構成する総合型基金の創設により中小企業の一部にも普及していきまし

た。ただし、この総合型基金は、何らかの恣意的意図をもって何者かが無理

やり普及させた疑念が強くあり、実際に中小企業において厚生年金基金は、

退職金の一部というよりも単なる福利厚生制度としか捉えられていないケー

スが多かったようです（単なる福利厚生制度なら、企業の都合で縮小や廃止

をすることは比較的容易にできますが、厚生年金基金は現実的に不可能でし

た）。

３．�もう一つの「常識」…給付建て（確定給付タイプ）
退職金制度

　第２章で詳しく説明しますが、中退共などの退職金積立制度は、あくまで

退職金原資を確保するための一つの手段にしかすぎず、退職金制度の中心を

なすもの、つまり各企業の退職金制度の内容を決定しているのは、就業規則

に規定された退職金に関する条項であり、別則化された退職金規程です。こ

の中で各企業は、退職金の支払い対象者、支払い方法、計算方法、支払い日

など制度のすべてを定めています。

　退職金制度が普及し制度化されて以後、ほとんどの企業は、退職金の支払

い方法を一時金か年金とし、ある一定の計算方法により給付額を約束する給




